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戦後日本における国際理解教育政策の展開に関する研究
1 ．研究の目的
　戦後日本の国際理解教育政策は、占領期にユネスコの国際理解教育の受容から
開始された。国際理解教育は、設立当初のユネスコが組織を挙げて取り組んだ最
優先課題であり、偏狭で攻撃的なナショナリズムを除去し、人類の福祉と平和な
世界の構築を目指した平和のための教育であった。しかし近年、日本の学校教育
における「国際理解教育」は異文化理解や外国語教育を中心とした国際化対応の
教育として位置づけられ、実践される傾向が強く、平和のための教育という原点
との間には大きな乖離がみられる。
　本研究では、こうした乖離の原因を解明するため、占領期から今日にいたる政
策の展開（変容）過程を分析・検証した。国内の政治的・経済的背景、ユネスコ
をとりまく国際的なパワーポリティックスにも留意しつつ、政策の変容に影響を
与えた要因を析出しつつ時期区分し、各時期の政策の特徴を明らかにし、占領期
と今日をつなげることを目的とする。
2 ．先行研究
　日本の国際理解教育に関する先行研究では、ユネスコ協同学校の取り組み、国
際理解教育の教育実践（内容、方法、教材など）を対象としたものは多々あるが、
政策研究は極めて少ない。占領期から始まり、今日にいたるまでの国際理解教育
政策の展開を跡付けたものは管見の限り皆無である。
　長いタイムスパンで国際理解教育政策の展開を分析したものとして、金谷敏
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郎、千葉杲弘、深山正光等のすぐれた研究がある。が、占領期は考察の対象から
外れており、また、政策実施の主体である文部省や、1950年代から1970年代初め
にかけて主導的役割をになった日本ユネスコ国内委員会の事業分析は行われてい
ない。
3 ．論文の構成
序章
第 1章　占領期における国際理解教育政策の形成と変容
第 2章　ユネスコ対応の国際理解教育政策：推進・興隆期
　　　　　――ユネスコ協同学校を中心に
第 3章　ユネスコ対応の国際理解教育政策：変化・後退期
　　　　　――ユネスコ協同学校事業の後退
第 4章　国際理解教育政策の転換
　　　　　――1974年中教審答申と1974年ユネスコ勧告
第 5章　日本型（国際化対応）の国際理解教育政策の推進
　　　　　――国際理解教育の「再発見」と多様化
第 6章　国際理解教育の混迷
終章　　総括と今後の課題
4 ．論文の内容と方法
　第 1章：占領期の国際理解教育政策は、米国教育使節団報告書（第一次、第二
次）、アメリカのユネスコ政策に大きく影響されつつ、国（国会・文部省・外務省）、
民間ユネスコ運動、GHQそれにユネスコとのダイナミズムなかで成立し展開し
たことを関連資料分析により検証した。民間ユネスコ運動が分裂した1950年を画
期として「形成期」と「変容期」に区分した。形成期には憲法・教育基本法に端
的に示された戦後教育改革の理念とユネスコ憲章の理念の共鳴、またユネスコを
通しての国際社会復帰は「国家的悲願」でもあったことから、官民がほぼ一致し
てユネスコの理念や国際理解教育の紹介・普及を図った。1950年以降もこうした
政策基調は継続されるものの、米ソ冷戦の国際政治を反映して国内でも政治対立
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が激化し、朝鮮戦争勃発を契機に民間ユネスコ運動は分裂・衰退した。「平和教育」
は政治的であると批判され、日本の国際理解教育政策から「平和教育」の文言が
排除され抜け落ちていく。日本のユネスコ加盟が、占領下の1951年 7 月に西ドイ
ツと共に認められた背景には国際政治の力学が作用していた。
　第 2章：独立以降、1960年代前半を分析対象とし、ユネスコ活動推進の国家的
体制の整備、ユネスコ協同学校事業が日本の国際理解教育政策の核に据えられて
いく過程を、国会やユネスコ国内委員会（以下、国内委員会）の会議議事録、国
内委員会刊行物など関連諸資料の分析により検証した。1952年の「日本ユネスコ
国内委員会」設置、「ユネスコ活動に関する法律」によりユネスコ活動の推進は
国是となり、充実した事務局体制を整備した。が皮肉にも国家的体制が整備され
る中で、地域における民間ユネスコ運動は低迷していく。国内委員会の活動は、
国内各地のユネスコ活動の振興というより、ユネスコ本部の事業計画（ユネスコ
協同学校事業等）を重視するものとなり、予算配分にもそれは顕著に表れた。国
際理解教育の世界規模での組織的教育実験であるユネスコ協同学校事業は、「教
育のオリンピック」として熱心に取り組まれ、世界的に高い評価を得た。1960年
代前半にはユネスコ理念を巡る葛藤（「国際理解」or「国際協力」）が表面化して
くる。
　第 3章：1960年代後半から1970年代前半、国内の学校への国際理解教育普及の
中心的存在であったユネスコ協同学校事業政策が変化し後退していく過程を、国
内委員会の会議議事録、講習会資料、文部省刊行物などの分析、当時の関係者へ
のヒアリングなどから検証し、その背景と原因を析出した。国連やユネスコ本部
の事業計画が「国際協力」（途上国支援）に重点移動し、国内委員会の優先課題
も教育協力へシフトしたこと、その結果、協同学校事業への事務局の支援体制が
大幅に後退したこと、また協同学校事業自体に内在した課題もあったことを指摘
した。日本のユネスコ活動推進全般にブレーキをかけることになった「国内委員
会事務局」の廃止（内局化）という文部省機構改革（1974年）の背景と経緯は、
国内委員会議事録の分析、関係者へのヒアリング等により明らかにした。国際化
時代を迎え、ユネスコはもはや「国際社会への復帰」の唯一の窓口ではなく、多
極化し量的にも増大する国際チャンネルの一つに過ぎなくなったのであった。
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　第 4章：1974年を日本型（国際化対応）国際理解教育政策への転換点としてと
らえ、協同学校離れと日本型国際理解教育政策への方向転換を検証した。ほぼ同
時期に並行して審議され1974年に策定されたユネスコの「国際教育勧告」（正式
には「国際理解、国際協力及び国際平和のための教育並びに人権及び基本的自由
についての教育に関する勧告」）、及び中央教育審議会答申「教育・学術・文化に
おける国際交流について」をとりあげ、ユネスコ会議の審議資料と日本の対応、
国内委員会議事録、中教審関係の資料などの分析から、新しい国際理解教育の概
念を整理し差異を析出した。
　第 5章：「国際化への対応」を教育改革の柱の一つに掲げた臨時教育審議会（1984
－1987）以降、1990年代を対象とした。国際理解教育が「再発見」され、多様な
実践が推進されるが、平和のための教育ではなく「国際化に対応する教育」とし
て異なる意義を与えられた国際理解教育であったことを、政策文書の分析から指
摘した。国際理解教育の多様化がアクター、内容、方法の各側面で進み、量的に
拡大されていくが、目標も拡散し混迷の中での普及ともみられる。全国の都道府
県レベルの教育委員会の取り組み状況を、国際理解教育講座の開設状況（1985－
2005）、及び『手引書』の作成状況から調査し、全国的な取り組み実態を示す鳥
瞰図を作成した。
　第 6章：文部省から文部科学省への改組（2001）後の国際理解教育の推進体制
を整理し課題を指摘した。初等中等教育局に「国際教育課」がおかれ、国際理
解教育を所管事項とした。部局の名称ではあるが、「国際教育」の下位概念とし
て「国際理解教育」が使用され、海外子女教育などと並置された。一方、ユネス
コ活動の振興を図る「国際統括官」が新設され、事務局である「国際統括官付」
とともに、ユネスコ政策の転換がみられた。ユネスコ協同学校は持続発展教育
（ESD）推進の拠点校として、名称もユネスコスクールと改称され（2008）、500
校に拡充する方針が示された。1950－1960年代の協同学校とは大きく変貌してい
る点を指摘した。現在の文科行政では、ユネスコスクールを所管する国際統括
官、国際理解教育を所管する初等中等教育局国際教育課、及び海外協力を所管す
る官房国際課、が併存している。 3者の連携・協働が求められる点を指摘した。
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5 ．本研究の成果
　①占領期から今日まで、政策の変容・転換に焦点をあてながら時期区分し、繋
いだことが研究成果である。政策の実施主体となった文部省・文部科学省の担当
部局の変遷が、まさに日本の国際理解教育政策の特徴を浮き彫りにしている。
　②占領期において、「国家的悲願」であるユネスコ加盟をめざす中で、ユネス
コの理念や国際理解教育が導入される過程と構造を分析した。しかも、その背後
にアメリカの戦略があったことを、第一次対日米国教育使節団長（第二次使節団
長候補でもあった）であり、かつ、ユネスコのアメリカ代表団の中心人物でも
あったジョージ D.スタッダードに注目しつつ明らかにした。スタッダードは戦
後教育理念とユネスコ理念の接点である。しかしスタッダード自身が、東西冷戦
体制が構築される中で反共の立場に変容したことを、S.E.グラハムの研究から指
摘した。一般に市販されている第一次使節団報告書のユネスコに関係する部分の
邦訳の問題点も指摘した。
　③国連の一機関であり、政府間組織であるユネスコは、パワーポリティックス
の舞台である。ソ連のユネスコ加盟（1954）以降、政治対立がユネスコに持ち込
まれたといった見方もあるが、「ユネスコの政治化」に関わるこうした言説は一
面的であり、既にソ連の加盟前にアメリカがユネスコを政治的に利用していた。
ユネスコが提唱した国際理解教育の理念や概念もそのポリティックスの影響を免
れることはできず、緊張関係のもとで変容してきた点を指摘した。
　④日本の国際理解教育政策から「平和教育」の言説が抜け落ちていく過程や要
因を、国内外の政治対立から明らかにした。ユネスコ国内委員会の会長を歴任し
た森戸辰男は、国際理解教育は平和教育であると繰り返し強調していたが、政策
化の過程において「平和教育」という言葉の使用が慎重に、便宜的に避けられた。
森戸らが退任していく中で、いつしか状況的に・便宜的にではなく、内容的・本
質的に「平和教育」が抜け落ちていくことになった。
　⑤国際理解教育における「1974年問題」を、ユネスコや国内委員会の会議議事
録や政策策定の中心人物を分析し、構造を明らかにした。ユネスコ協同学校事業
に関しては、日本政府の「分裂的対応」を指摘し、その背景を分析した。国内で
は協同学校事業を放置したのに対し、1974年勧告のパリ会議では同事業の強化を
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主張し勧告にその旨の文言を追加するよう修正案を提出した。1974年中教審答申
は「ユネスコ離れ」の政策転換を象徴するものとの評価があるが、策定メンバー
である当の平塚益徳や前田陽一ら自身は、ユネスコ精神を継承するものと高く評
価していたこと、答申を行政（文部省学術国際局）が受けて施策を具体化してい
く段階で、ユネスコ協同学校事業が無視され、「ユネスコ活動」の解釈の変化も
絡めて、巧妙に「ユネスコ」の名称が除去されていく過程を検証した。
